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Problems on Small & Medium Enterprises during 
Reconstruction Period following World War Ⅱ 
 


















だが、これにより消費材生産が拡大、戦後数ヶ月、戦前（1934～36 年平均）の 10 分の 1
に縮小していた鉱工業生産は増加に向かった。その一方、戦時統制に安住していた大企業は、
自己のリスクで経営する能力を失っていたため軍需からの転換に遅れた。中小企業こそが経
済活動の主人公であり、当時の新聞（日本経済新聞 1946 年 4 月 29 日付）は中小企業を「時















月 27 日閣議決定）や経済緊急対策（1947 年 6 月 11 日閣議決定）による重要産業（石炭、
鉄鋼、肥料、電力、海運など）復興策がそれである。 
重要産業には 1947 年に復活強化された物資統制を利用して資材を優先配分し、全額政府
出資の復興金融金庫（重要産業に対する長期事業資金の供給が目的、1947 年 1 月設立）や
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価格調整補給金制度（基礎物資の公定価格と生産費の逆ザヤを一般会計から補給するもの、










れた 1947 年 12 月には輸出指定工場を除き、中小企業は週平均 24～25 時間しか操業しなか
ったと言われる（楫西編 1957）。 










うなヤミ金融業者が繁栄し、たとえば、1947 年末、京都市の市中銀行貸出残高 8 億 8 千万
円にたいし、ヤミ資金は 1 億円と推定された（中村・秋谷・清成・山崎・坂東 1981)。 
 
図表 1 金詰まり状況調 
非常に苦しい 苦しい 何とかやっている 不明 
33.2％ 41.3％ 22．9％ 1.9％ 
資料）中小企業庁「中小企業金融実態調査・1948 年 12 月末日現在」（東京、名 







































だが、資本金 5 千万円以上の大企業では 97.4％が営業を継続、それに対し資本金 50 万円未
満の零細企業は 58％しか営業していなかった（有沢監修 1976）。1949 年初から 1950 年ま
での企業整理件数は 1 万 1 千、解雇者数は 51 万人を超えたが（経済企画庁編 1976）、企業













図表 2 事業所数（工業）の推移（1948～1950） 
従業者規模 1948 1949 1950 
～4 人 119,772（100） 131,464（110） 217,126（181） 
5～49 91,206(100） 96,298（106） 125,419（138） 
50～99 4,605(100） 5,284（115） 5,439（118） 
100～199 1,853(100） 2,274（123） 2,416（130） 
200～499 1,144(100） 1,328（116） 1,456（127） 
500～999 337(100） 317（94） 416（123） 
1000 以上 288(100） 334（116） 339（118） 
休業中 871(100） 2,908（334） ― 

















深刻なデフレ不況下にあった日本は、1950 年 6 月に勃発した朝鮮戦争による特需（朝鮮
戦争遂行のためのアメリカ軍による買い付けなど）と輸出急増で一挙に生産を拡大、1950
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(1) 収奪問題 





金詰まりの原因は、傾斜生産が実施されていた 1948 年 12 月調査では、1 位が「租税負担
の過重、徴税強行」、2，3、4 位がインフレと資材難を反映して「賃金増加」、「物価騰貴によ
る購入資金増加」、「原材料購入費増加」、5 位が「売掛金回収不円滑」となっている。ドッジ・
ライン下の 1949 年 11 月調査では、1 位は同じく「租税負担の過重、徴税強行」、2 位には市
場問題を反映して「売行き不振」、3 位が「売掛金回収不円滑」となっている。 
 
図表 3 金詰まり原因別業者数 
    単位：％ 
原   因 
調査年月 
1948.12 1949.11 1951.11 1952.11 
租税負担過重・徴税強行 19.8  19.5  9.3  13.4  
賃金増加 13.9  5.9  4.4  5.6  
物価騰貴による購入資金増加 13.5 ― ― ― 
原材料購入費増加 13.5  8.1  9.5  8.7  
売行き不振 6.8  15.6  ― ― 
国内売上減尐 ― ― 6.3  8.7  
輸出減尐 ― ― 1.9  4.0  
売掛金回収不円滑 11.2  14.9  15.4  22.4  
親工場・問屋支払遅延 4.8  5.9  ― ― 
売上利益の減尐 ― ― 12.1  20.0  






資料) 楫西編 1957 より筆者再編、原資料は中小企業庁「中小企業金融実態調査」各年版、 
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朝鮮戦争特需で一挙に資本蓄積を進め、大企業体制の復活の始まった 1951 年 11 月調査で
は、「売掛金回収不円滑」が 1 位に、「売上利益の減尐」が 2 位に上がり、「原材料購入費の



































































     （2）カルテル価格は錦糸、人絹糸、鋼材、銅、ガソリン、塩ビ樹脂、過燐酸石灰 
     （3）競争価格は、綿織物、人絹織物、亜鉛鉄板、針金、合板、染料 
     以上を日銀卸売物価によって平均、指数（昭和 31 年平均＝100）化したもの 
出典）御園生 1960 






























脂メーカーが進出、生産の集積・集中が進み、1949 年に 112 工場あったのが、51 年には 45、
59 年には 22 に激減、中小企業生産量（全国マーガリン製造協同組合の生産量）は 54 年の
31.3％から 58 年 23.8％に減尐した。 
石鹸製造業も中小企業分野だったが、朝鮮ブームに続く反動不況期に大企業の進出が急速
化、大企業（従業員 300 人以上）への生産集中度は、1953～54 年の 45％から 58 年の 54％
へ高まった。 



















図表 5 に見られるように、従業者規模が小さくなるにつれ一人当たり現金給与総額、付加 
 
図表 5 企業間格差（1950年代前半） 
従業者規模 
一人当たり現金給与額(指数) 一人当たり付加価値額（指数） 
1951 年 1954 年 1951 年 1954 年 
4～9 人 30.9  32.8  25.9  28.0  
10～19 人 40.9  40.6  32.2  34.1  
20～29 人 47.0  45.3  37.0  38.7  
30～49 人 59.3  48.5  48.2  44.3  
50～99 人 57.9  54.6  51.5  53.5  
100～199 人 66.8  61.9  62.9  67.7  
200～499 人 78.2  72.3 77.9  85.5  
(200～299 人) ― (67.2) ― （78.8） 
(300～499 人) ― (76.8） ― （91.5） 
500～999 人 89.7  84.2  103.5  91.6  
1,000 人以上 100.0  100.0  100.0  100.0  
4～199 人 52.7 54.8 43.6 48.7 
200 人以上 100.0 100.0 100.0 100.0 
注）（ ）は 1954 年のみ 
資料）経済産業省「工業統計表」より筆者作成 
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価値生産性は低下し、従業者 1000 人以上と比べた場合、4～9 人層ではそれぞれ 3 割と 3 割
以下という大きな格差がついた。従業員 199 人以下層と 200 人以上層を比べても、前者の現
金給与は後者の半分を超える程度、付加価値生産性は半分にも達していない。このような大
きな格差はアメリカ、イギリスには見られなかった（図表 6）。  
 
図表 6 昭和 33年の賃金と付加価値生産性の規模間比較 
国  別 





1 ～   19 人  
20 ～   99 人  
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1 ～   19 人  
20 ～   99 人  
100 ～  199 人  
200 ～  499 人  
















1 ～  499 人  48.4 79.6 81.7 
資料：「各国工業統計表」 























図表 7 製造業開廃業状況 
 1951 年 1954 年 
規模 開業率 廃業率 開業率 廃業率 
5-29 人 7.9  2.9  4.9  2.0  
30-199 人 2.4  1.6  ― ― 
30-99 人 ― ― 2.5  2.0  
100-199 人 ― ― 1.8  1.6  
注）開業率（廃業率）とは各月推定事業所数で各月開業（廃業）件数を除したも


















































付加価値生産性は V／N ＝O／N×（p－c）（V：付加価値額 N：従業員数 O：生産量 


















それを示すのが図表 9 である。これによると、従業員 50 人未満の企業の場合、1957 年に
おいても「営業と家計費の未分離なもの」が半分以上に達し、単式帳簿さえ付けていないの


















以上 新品 中古品 
綿スフ自動織機 100 34 41 8 6 11 65 35 
綿スフ小巾織機 100 28 35 8 7 22 27 73 
絹人絹広巾織機 100 23 36 13 13 15 64 36 
絹人絹小巾織機 100 33 29 13 11 15 75 25 
ミシン業                 
旋  盤 100 11 22 35 25 7 19 81 
ボール盤 100 29 30 24 13 3 71 29 
フライス盤 100 9 27 37 22 6 13 87 
自動車部品付属品業                 
機械プレス 100 23 26 26 19 5 49 51 
旋  盤 100 11 19 36 25 8 14 86 
ボール盤 100 29 23 27 16 5 51 49 
フライス盤 100 10 20 38 25 7 8 92 
研磨盤 100 17 22 36 19 5 33 67 
自転車,リヤカー及び 
同部分品業 
                
機械プレス 100 22 29 26 14 9 47 53 
旋  盤 100 18 29 35 15 3 15 85 
ボール盤 100 26 28 29 12 5 60 40 
資料） 中小企業庁調「中小企業機械設備調査報告」による。 
出典） 経済企画庁編「1957年版」 
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図表 9 小規模企業（製造業）の帳簿組織等 
単位：％ 










     1~3 人 79.5 89.6 58.7 84.3 
     4~9 人 40.5 54.9 19.9 47.6 
10~19 18.9 29.0 5.5 29.2 
20~29 9.7 14.0 1.6 21.6 
30~49 5.4 8.3 0.9 16.6 




























































易管理法）」（1950 年 6 月 30 日全面施行）に基づく外貨割当制度により、重要機械設備の輸入に対
しては外貨を優先的に割り当てる一方、競合外国製品の輸入には外貨割当を制限した。また、「外資
法（外資に関する法律）」（1950 年 6 月 8 日施行）により外国企業の日本への直接進出を制限した。
第２の柱は基礎産業や重化学工業に対する産業育成政策である。日本輸出銀行（1950 年）、日本開
発銀行（1951 年）など政府系金融機関の設立と財政投融資制度の整備（1951 年）、特定の近代化設
備に対する「傾斜減税制度」、「企業合理化促進法」（1952 年 3 月 14 日施行）による産業基盤整備、
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